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１．奥尻島の経験 

（１）早い復旧 

 

（２）復興計画の欠如による長期的衰退  

 

２．復旧政策の混乱 

（１）政治の混乱による復旧・復興政策の大幅な遅れ 

 

（２）優先したサプライチェーン回復 

 

（３）後回しにされた漁業・水産加工業の復旧 

 

３．求人・求職のミスマッチ問題 

（１）建設、商業、医療・福祉、サービス業の求人に馴染めない漁業・水産加工業か

らの失業者 

 

（２）需要を考慮した職業訓練の不足 

 

４．急がれる本格的な復旧・復興 

（１）助成金のパッケージ化 

①設備投資、雇用等に関連した助成金の一括支給 

 

  ②必要な手続きの簡素化と選択型決定方式 

 

（２）急がれる漁業・水産加工業の復旧・復興 

  ①参入規制の緩和 

 

  ②小規模業者のグループ化、ネット取引の促進 

 

（３）産業構造の変化を考慮した復興計画の立案・実行 

  ①過度な製造業重視政策からの脱却 

 

  ②産業構造の変化を考慮した復興計画の立案・実行  

   

③必要な画一的再生エネルギー活用計画の見直し 

 

  ④期待される市民ファンドの役割 


